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1 01一般共通基準

1.地域の自然環境の保全のため、自然環境保全法
に基づく自然環境保全基礎調査による自然度との
整合性を図る等施行区域及びその周辺の地域にお
ける自然環境の特性に十分配慮すること。

行政指導

環境基本法(平成5年法
律第91号)第8条、自然
環境保全基本方針 (昭和
 48年総理府告示第30号)
（令和2年3月19日環境
省告示第29号）、静岡
県自然環境保全基本方
針(昭和49年静岡県告示
第9号)

環境保全課

2 01一般共通基準

4.水資源の確保を図るため、浸透施設等を設置し
地下水のかん養機能の保持に配慮すること。ま
た、事業区域内の森林が1ヘクタール 以上のを超え
る場合、周辺への水源として使用実態に応じた水
量を確保するための必要な措置を講ずるととも
に、土砂の流出による水質の悪化を防止するため
の必要な措置を講ずること。
太陽光発電施設の設置を目的とする場合は、事業
区域内の森林が0.5ヘクタールを超える場合を対象
とする。

法令基準

森林法(昭和26年法律第
249号)第10条の2第2項
第2号、開発行為の許可
制に関する事務の取扱
い「別記（開発許可基
準の運用について）」
（平成14年3月29日13林
整治第2396号農林水産
事務次官通達。）

林政課
河川課

3 01一般共通基準
8.富士市環境基本計画の取り組みに配慮するこ
と。 行政指導

 第二次第三次富士市環
境基本計画 環境総務課

4 01一般共通基準

9.富士・愛鷹山麓地域 環境管理計画区域内におけ
る開発行為・土地利用については、周辺の自然環
境に十分配慮すること。

行政指導

富士・愛鷹山麓地域環
境管理計画 環境総務課

5 01一般共通基準

10.環境影響評価法若しくは静岡県環境影響評価条
例に該当する事業を行う場合は、環境アセスメン
トの手続きを行うこと。

法令基準

環境影響評価法 第2条
第1項第1号、環境影響
評価法施行令 第1～7
条、静岡県環境影響評
価条例 第2条第1～4
項、静岡県環境影響評
価条例施行規則 第2～4
条

環境総務課
 環境保全課

6 01一般共通基準

富士・愛鷹山麓地域内において、重度開発を行う
場合は、富士市富士・愛鷹山麓地域の森林機能の
保全に関する条例に基づく手続きを行うこと。

法令基準

富士市富士・愛鷹山麓
地域の森林機能の保全
に関する条例

環境総務課

7 01一般共通基準
1.水道施設の設置については、水道事業者と協議
し、維持管理の方法等が明確にされていること。 法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号

水道維持課
建築土地対策課

8 01一般共通基準

1.施行区域内の道路については、その帰属及び管
理に関する協議がなされていること。 法令基準

都市計画法第32条 建設総務課
道路維持課

建築土地対策課

9 01一般共通基準

2.1.の協議により道路法（昭和27年法律第180号）
第2条第1項に規定する道路（以下「認定道路」と
いう。）となるものについては、その構造が、原
則として道路構造令（昭和45年政令第320号）及び
道路法第30条第3項の条例（以下「道路構造条例」
という。）に適合したものであること。

法令基準

道路法第24条､第30条、
道路構造令

建設総務課
道路維持課

建築土地対策課

10 01一般共通基準

8.認定道路を使用するに当たり、既存認定道路が
未整備の場合は道路管理者と協議し必要に応じて
拡幅等の整備を行うこと。

行政指導
建設総務課
道路維持課

建築土地対策課

11 01一般共通基準

 2.施行区域内に財務省所管国有財産が介在してい
 る場合は、工事の竣工までに国有財産の処理手続
 を完了すること。

 法令基準

 普通財産取扱規則第3条

 建設総務課

12 01一般共通基準

3.施行区域内に法定外公共物が介在している場合
は、存置、廃止及び付け替えについて、管理者と
協議すること。 法令基準

都市計画法第32条、富
士市認定外道路管理条
例第4条、富士市普通河
川条例第4条

建設総務課

13 01一般共通基準

5.地下水を使用する場合については、県及び市と
事前に協議すること。

法令基準

静岡県地下水の採取に
関する条例第６条第１
項及び７条第１項、富
士市地下水の採取に関
する条例第３条第１項

 産業政策課
環境保全課
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14 01一般共通基準

6.用水計画には、次に掲げる書類を添付するこ
と。
 ア　地下水については、地下水等の利用計画書及
び水利用フロ－シ－ト又はこれに準ずるもの。
 イ　その他の用水については、供給者の承諾書又
はこれに準ずるもの。

法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号

 産業政策課
環境保全課

建築土地対策課

15 01一般共通基準

16.5条森林において隣接する既存開発区域を含む
開発面積が1ヘクタール(太陽光発電施設の設置に
ついては0.5ヘクタール) 以上のを超える場合は、
別途、林地開発の許可申請を行なうこと。
太陽光発電施設の設置を目的とする場合は、事業
区域内の森林が0.5ヘクタールを超える場合は許可
申請を行なうこと。

法令基準

森林法第10条の2

林政課

16 01一般共通基準

13.工事に当たっては、交通安全が確保され、交通
障害の原因とならない循環経路がとれているこ
と。 行政指導

道路維持課
建設総務課
市民安全課

建築土地対策課

17 01一般共通基準

事業計画にあたり、盛土または切土の造成計画が
ある場合は、規模に関わらず「静岡県盛土等の規
制に関する条例」及び「静岡県土採取等規制条
例」の適用あるいは適用除外について静岡県に確
認を行い、適用される場合は遵守すること。

行政指導

静岡県盛土等の規制に
関する条例、静岡県土
採取等規制条例

建築土地対策課

18 02住宅

1.事業区域内の森林が1ヘクタール 以上のを超える
場合、残置森林又は造成森林・緑地の割合は、20
パーセント以上とすること。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）

林政課

19 02住宅

2.給水量は、1人1日最大給水量を300リットル以上
として算出すること。 法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号 水道維持課

建築土地対策課

20 02住宅

3.ごみ集積所を設置する場合は、予め設置場所・
規模・構造等を市と協議すること。

法令基準

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律( 昭和45
年法律第137号)第2条の
43、第6条、第6条の2第
4項

廃棄物対策課

21 02住宅

5.開発区域の居住者が、 地元自治町内会（区）へ
加入できるよう 地元自治町内会（区）と協議 する
 こと。し、また、居住者に対し 地元自治町内会
（区）への加入について促すこと。 ただしまた、
開発区域の居住者 が地元自治会に加入できない場
 合は、集会所の設置について配慮すること。の加
入する町内会（区）がない場合には、町内会
（区）の新設に配慮すること。

行政指導 まちづくり課

22 03集合住宅

1.事業区域内の森林が1ヘクタール 以上のを超える
場合、残置森林又は造成森林・緑地の割合は、20
パーセント以上とすること。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）

林政課

23 03集合住宅
2.給水量は、1人1日最大給水量を300リットル以上
として算出すること。 法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号

水道維持課
建築土地対策課

24 03集合住宅

3.ごみ集積所については、市との協議に基づき必
要に応じて設置すること。

法令基準

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律( 昭和45
年法律第137号)第2条の
43、第6条、第6条の2第
4項

廃棄物対策課
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25 03集合住宅

7.開発区域の居住者が、 地元自治町内会（区）へ
加入できるよう 地元自治町内会（区）と協議 する
 こと。し、また、居住者に対し 地元自治町内会
（区）への加入について促すこと。 ただしまた、
開発区域の居住者 が地元自治会に加入できない場
 合は、集会所の設置について配慮すること。の加
入する町内会（区）がない場合には、町内会
（区）の新設に配慮すること。

行政指導 まちづくり課

26 04工場

1.事業区域内の森林が1ヘクタール 以上のを超える
場合、残置森林又は造成森林・緑地の割合は、25
パーセント以上とすること。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）

林政課

27 04工場

4.給水量は、1人1日最大給水量を宿泊する者につ
いては300リットル以上、その他の者については
120リットル以上として算出すること。

法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号 水道維持課

建築土地対策課

28 05工作業所・倉庫

1.事業区域内の森林が1ヘクタール 以上のを超える
場合、残置森林又は造成森林・緑地の割合は、25
パーセント以上とすること。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）

林政課

29 05工作業所・倉庫

1.給水量は、1人1日最大給水量を宿泊する者につ
いては300リットル以上、その他の者については
120リットル以上として算出すること。

法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号 水道維持課

建築土地対策課

30 06店舗・事務所

1.事業区域内の森林が1ヘクタール 以上のを超える
場合、残置森林又は造成森林・緑地の割合は、25
パーセント以上とすること。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）

林政課

31 06店舗・事務所
1. 給水量は、1人1日最大給水量を120リットル以
上として算出すること。 法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号

水道維持課
建築土地対策課

32 07研修・研究施設

1.事業区域内の森林が1ヘクタール 以上のを超える
場合、残置森林又は造成森林・緑地の割合は、25
パーセント以上とすること。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）

林政課

33 07研修・研究施設

2.給水量は、1人1日最大給水量を宿泊する者につ
いては300リットル以上、その他の者については
120リットル以上として算出すること。

法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号 水道維持課

建築土地対策課

34 08墓園

1.事業区域内の森林が1ヘクタール 以上のを超える
場合、残置森林又は造成森林・緑地の割合は、50
パ－セント以上とすること。この場合において、
残置森林の割合は、40パ－セント以上とするこ
と。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）

林政課

35 08墓園

3.給水量は、1人1日最大給水量を墓参者について
は、30リットル以上、従業員については120リット
ル以上、宿泊者については300リットル以上として
算出すること。

法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号 水道維持課

建築土地対策課

36 09駐車場・資材置場

1.事業区域の森林が1ヘクタール以上 の森林のを超
える場合において、残置森林又は造成森林・緑地
の割合は、25パーセント以上とすること。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）

林政課
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37 太陽光発電施設

1.事業区域内の森林が0.5ヘクタールを超える場
合、残置森林又は造成森林の割合は、25パーセン
ト（残置森林率はは15パーセント）以上とするこ
と。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）
太陽光発電施設の設置
を目的とした開発行為
の許可基準の運用細則
について（令和元年12
月24日付け元林整治第
686号林野庁長官通達）

林政課

38 太陽光発電施設

2.事業区域内の開発行為（森林法）に係る森林の
面積が20ヘクタール以上の場合は原則として周辺
部に幅おおむね30メートル以上の残置森林又は造
成森林（おおむね30メートル以上の幅のうち一部
又は全部は残置森林）を配置すること。また、稜
線の一体性を維持するため、尾根部については、
原則として残置森林を配置すること。 法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）
太陽光発電施設の設置
を目的とした開発行為
の許可基準の運用細則
について（令和元年12
月24日付け元林整治第
686号林野庁長官通達）

林政課

39 太陽光発電施設

3.開発行為に係る1箇所当たりの面積は、おおむね
20ヘクタール以下とし、事業区域内にこれを複数
造成する場合は、その間に、幅おおむね30メート
ル以上の残置森林又は造成森林を配置すること。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）
太陽光発電施設の設置
を目的とした開発行為
の許可基準の運用細則
について（令和元年12
月24日付け元林整治第
686号林野庁長官通達）

林政課

40 太陽光発電施設

太陽光発電設備を適正に設置・管理することによ
り、地域との調和が図られた太陽光発電事業を適
切に実施すること。 行政指導

太陽光発電設備の適正
導入に向けたガイドラ
イン 環境総務課

41 10産廃共通個別基準

1.地域の自然環境の保全のため、自然環境保全法
に基づく自然環境保全基礎調査による自然度との
整合性を図る等施行区域及びその周辺の地域にお
ける自然環境の特性に十分配慮すること。

行政指導

環境基本法(平成5年法
律第91号)第8条、自然
環境保全基本方針 (昭和
 48年総理府告示第30号)
（令和2年3月19日環境
省告示第29号）、静岡
県自然環境保全基本方
針(昭和49年静岡県告示
第9号)

環境総務課
環境保全課

42 10産廃共通個別基準

3.自然環境の保全のため、自然破壊の防止、植生
の回復等に関し、次に掲げる事項について配慮す
ること。
 ア　自然環境保全上特に必要があるときは、造成
工事を数ブロックに区分して施工すること。
 イ　施行区域内に良好な自然環境の存する土地が
ある場合には、当該土地について保全措置が講ぜ
られていること。

法令基準

自然環境保全基本方
針、静岡県環境保全基
本方針、自然公園法(昭
和32年法 律第161号)第
1720条、国立公園内(普
通地域を除く)における
各種行為に関する審査
指針について(昭和49年
11月20日付け環自企第
570号環境庁自然保護局
長通達） 、静岡県立自
 然公園条例(昭和36年静
 岡県条例第53号)第11
 条、県立自然公園特別
 地域内における各種行
 為に関する審査指針に
 ついて(昭和49年11月20
 日付け自然第416号静岡
 県知事通知）

環境保全課



整
理
No

基準
コード

（改正案）
個別基準

（改正案）
種　別

（改正案）
根  拠  法  令  等

（改正案）
担当課

43 10産廃共通個別基準
5.富士市環境基本計画の取り組みに配慮するこ
と。 行政指導

 第二次第三次富士市環
境基本計画 環境総務課

44 10産廃共通個別基準

6.富士・愛鷹山麓地域 環境管理計画区域内におけ
る開発行為・土地利用については、周辺の自然環
境に十分配慮すること。

行政指導

富士・愛鷹山麓地域環
境管理計画 環境総務課

45 10産廃共通個別基準

7.環境影響評価法若しくは静岡県環境影響評価条
例に該当する事業を行う場合は、環境アセスメン
トの手続きを行うこと。

法令基準

環境影響評価法 第2条
第1項第1号、環境影響
評価法施行令 第1～7
条、静岡県環境影響評
価条例 第2条第1～4
項、静岡県環境影響評
価条例施行規則 第2～4
条

環境総務課
 環境保全課

46 10産廃共通個別基準

1.搬出入路として使用する道路及びその他の施設
を破損若しくは汚損した場合は、速やかに復旧、
清掃等必要な措置を講じること。なお、交通の状
況によっては、交通整理人の配置を考慮すること｡

行政指導

静岡県産業廃棄物最終
処分場の維持管理に関
する基準第4の（8）、
道路法第43条

建設総務課
道路維持課

廃棄物対策課

47 10産廃共通個別基準

2.認定道路を使用するに当たり、既存認定道路が
未整備の場合は道路管理者と協議し、必要に応じ
て拡幅等の整備を行うこと。 行政指導

建設総務課
道路維持課

廃棄物対策課
建築土地対策課

48 10産廃共通個別基準

1.地下水を使用する場合については、県及び市と
事前に協議すること。

法令基準

静岡県地下水の採取に
関する条例第６条第１
項及び７条第１項、富
士市地下水の採取に関
する条例第３条第１項

 産業政策課
環境保全課

49 10産廃共通個別基準

2.用水計画には、次に掲げる書類を添付するこ
と。
 ア  地下水については、地下水等の利用計画書及
び水利用フロ－シ－ト又はこれに準ずるもの。
 イ  その他の用水については、供給者の承諾書又
はこれに準ずるもの。

法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号

 産業政策課
環境保全課

建築土地対策課

50 10産廃共通個別基準

 4.施行区域内に財務省所管国有財産が介在してい
 る場合は、事業終了までに国有財産の処理手続き
 を完了すること。

 法令基準

 普通財産取扱規則第3条

 建設総務課

51 10産廃共通個別基準

事業計画にあたり、盛土または切土の造成計画が
ある場合は、規模に関わらず「静岡県盛土等の規
制に関する条例」及び「静岡県土採取等規制条
例」の適用あるいは適用除外について静岡県に確
認を行い、適用される場合は遵守すること。

行政指導

静岡県盛土等の規制に
関する条例、静岡県土
採取等規制条例 建築土地対策課

52 11管理型最終処分場

1.事業区域内の森林が1ヘクタール 以上のを超える
場合、原則として周辺部に幅おおむね30メートル
以上の残置森林又は造成森林を配置すること。1ヘ
クタール未満の森林の開発にあっては、保安林の
境界から原則として30メ－トル以内の区域は、処
分場区域(森林以外へ転用する区域）から除外する
こと。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）

林政課

53 11管理型最終処分場

2.最終処分場の周囲には、人がみだりに処分場内
に立入るのを防止することができる囲いを設置す
ること。なお、囲いは高さ1.5メ－トル以上の耐久
性を有する亜鉛板、有刺鉄線等とし、張り間隔は
30センチメ－トル以下とすること。

法令基準

総理府、厚生省令(昭和
52年3月14日)一般廃棄
物の最終処分場及び産
業廃棄物の最終処分場
に係る技術上の基準を
定める省 命令第2条第1
項、静岡県産業廃棄物
最終処分場の維持管理
に関する基準第4の(
1)、静岡県産業廃棄物
最終処分場の構造等に
関する基準第4の(1)

廃棄物対策課



整
理
No

基準
コード

（改正案）
個別基準

（改正案）
種　別

（改正案）
根  拠  法  令  等

（改正案）
担当課

54 11管理型最終処分場

4.出入口付近の見やすい場所に、次の様式により
産業廃棄物の最終処分場である旨を表示する立札
を設置すること。また、可燃性の廃棄物を埋立処
分する場合には赤色で「火気注意」の旨を立札等
により表示すること。 法令基準

厚生省令(昭和52年3月
14日)一般廃棄物の最終
処分場及び産業廃棄物
の最終処分場に係る技
術上の基準を定める省
 命令第2条第1項第1号、
静岡県産業廃棄物最終
処分場の構造等に関す
る基準第4の(2)

廃棄物対策課

55 11管理型最終処分場

1.地滑り防止工・沈下防止工は次により行うこ
と。
 ア　最終処分場をやむをえず傾斜地、崖地等に設
置しようとする場合は地滑りの有無に、軟弱地盤
等である場合には沈下の有無に特に注意を払って
検討し、地質上の安全性の確認を行うこと｡
 イ　最終処分場の地盤の滑りを防止し、又、最終
処分場に設けられる設備の沈下を防止する必要が
ある場合には、十分な地盤支持力等が得られる防
止工法を採用すること。

法令基準

厚生省令(昭和52年3月
14日)一般廃棄物の最終
処分場及び産業廃棄物
の最終処分場に係る技
術上の基準を定める省
 命令第2条第1項、静岡
県産業廃棄物最終処分
場の構造等に関する基
準第4の(3)

廃棄物対策課

56 11管理型最終処分場

2.埋立地には、埋立てる廃棄物の流出を防止する
ため、必要に応じ、次に掲げる要件を備えた擁
壁、堰堤その他の構築物を設けること。
 ア　自重、土圧、水圧、地震力等に対し構造耐力
上安全であること。なお、構造耐力上の安全性を
確認するため、次に掲げる事項の検討を行うこ
と。
 (ｱ)コンクリ－ト擁壁の設計
  ａ転倒、滑動に対する安定計算
  ｂ地盤許容支持力に対する安定計算
  ｃその他必要な安定計算
 (ｲ)土堰堤の設計
  ａ基礎地盤及び使用土質の安定検討
　ｂ形状（法面、高さ、堤頂部等）の安定検討
  ｃその他必要な安定検討
 イ　埋め立てる廃棄物、地表水、地下水及び土壌
の性状に応じた有効な腐食防止の措置を講じるこ
と。なお、擁壁等に使用される材料がコンクリ－
トである場合には、酸、塩類、海水、油類によっ
て腐食することのないよう擁壁等の表面コ－ティ
ング、ライニング施工又は腐食厚を考慮した擁壁
厚の設定等の措置を講じること。

法令基準

厚生省令(昭和52年3月
14日)一般廃棄物の最終
処分場及び産業廃棄物
の最終処分場に係る技
術上の基準を定める省
 命令第2条第1項第4号、
静岡県産業廃棄物最終
処分場の構造等に関す
る基準第4の(4)

廃棄物対策課
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57 11管理型最終処分場

3.地表水等集排水設備は、次により行うものとす
る。
 ア　埋立地の周囲には、地表水が埋立地の開口部
から埋立地へ流入するのを防止することができる
開渠その他の施設（以下「地表水排水設備」とい
う。）を設けること。
 イ　埋立地外流水域を含んだ水路が埋立地内を通
過している場合には、埋立地の周囲に付け替え水
路を設けること。
 ウ　地表水排水設備及び付け替え排水路は、原則
として開渠とすること。
 エ　事業の施行により雨水の流出形態が変化し、
下流の河川及び水路に新たな負担が生ずる場合
は、原則として河川及び水路を新設又は改修する
こと。なお、改修規模については、別途河川管理
者と協議すること。
 オ　施行区域を含む周辺地及び下流の土地に湛水
地域がある場合には、当該事業により施行区域周
辺地及び下流の土地又は河川に支障のないよう排
水計画がたてられていること。
 カ　河川を新設又は改修する場合の構造は、河川
管理施設等構造令に基づいていること。
 キ　施行区域が5,000平方メートル以上又は放流
河川に支障を及ぼすと認められる場合は、下流の
河川及び水路への雨水流出増対策として調整池を
原則として設置すること。ただし、放流先の排水
能力、開発区域及び周辺の地形等を勘案し、支障
のない場合は、この限りではない。なお、調整池
を設置する場合であっても下流の河川及び水路の
流下能力が1分の1に対し不足する場合は、下流の
河川及び水路の管理者の指示による措置を講ずる
こと。

法令基準

厚生省令(昭和52年3月
14日)一般廃棄物の最終
処分場及び産業廃棄物
の最終処分場に係る技
術上の基準を定める省
 命令第2条第1項第4号、
静岡県産業廃棄物最終
処分場の構造等に関す
る基準第4の(5)、都市
計画法施行令第26条第2
号、都市計画法施行令
第26条第2号(河川等へ
の排水)の設計基準につ
いて(平成7年5月26日付
け都計第181号静岡県都
市住宅部長通知。)、森
林法第10条の2第2項第1
号、第1号の2、開発行
為の許可制に関する事
務の取扱い「別記（開
発許可基準の運用につ
いて）」（平成14年3月
29日13林整治第2396号
農林水産事務次官通
達。）

河川課
廃棄物対策課

林政課
建築土地対策課

58 11管理型最終処分場

1.埋立地には、浸出液による公共の水域及び地下
水の汚染を防止するため、原則として次に掲げる
しゃ水措置を講じること。
 ア　埋立地には、産業廃棄物の投入のための開口
部及び集水設備の部分を除き、保有水及び雨水等
が埋立地から浸出することを防止することができ
る次の工法によるしゃ水工を設けること。ただ
し、埋立地と公共の水域及び地下水との間に不透
水性の地層（透水係数が１×10－７cm／秒以下）
が十分な厚さである場合はこの限りではない。
   (ｱ)透水地盤中の止水壁工法
   (ｲ)透水地盤上に張ったしゃ水シ－ト工法
   (ｳ)透水地盤上に張ったしゃ水粘土張工法

法令基準

厚生省令(昭和52年3月
14日)一般廃棄物の最終
処分場及び産業廃棄物
の最終処分場に係る技
術上の基準を定める省
 命令第2条第1項第4号、
静岡県産業廃棄物最終
処分場の構造等に関す
る基準第5の2(1)、厚生
省生活衛生局水道環境
部環境整備課長通知
（平成7年12月22日）

廃棄物対策課

59 11管理型最終処分場

6.埋立地には、保有水等を有効に集めることがで
きる堅固で耐久力を有し、次の要件を備えた構造
の管渠その他必要な集水設備を設けること。ただ
し、雨水が入らないよう必要な措置が講ぜられる
埋立地についてはこの限りではない。
 ア　集水設備は管路式とし、管種は、有孔塩化ビ
ニ－ル管、有孔鉄筋コンクリ－ト管又は透水コン
クリ－ト管等とすること。
 イ　集水設備は、埋立地内に保有水が滞留するこ
とのないよう自然流下可能な勾配とし、管径は､水
の深さが径の3分の1から2分の1までとなるよう断
面計算を行い、決定すること。また、集水管の最
小管径は、100ミリメートルとすること。
 ウ　集水管の布設に当たっては、管路底部に砂
利、砕石等を敷いた基礎の上に行うこと。
 エ　集水管は、栗石、砕石等をフィルタ－層とす
る被覆材により覆うこと。
 オ　集水管により集められた保有水等を、ポンプ
アップにより浸出液処理設備に送水する場合に
は、集水ピット等を集水管末端に接続して設ける
こと。

法令基準

厚生省令(昭和52年3月
14日)一般廃棄物の最終
処分場及び産業廃棄物
の最終処分場に係る技
術上の基準を定める省
 命令第2条第1項第4号、
静岡県産業廃棄物最終
処分場の構造等に関す
る基準第5の1(2)、厚生
省令(昭和52年3月14日)
一般廃棄物の最終処分
場及び産業廃棄物の最
終処分場に係る技術上
の基準を定める命令第2
条第1項第4号、静岡県
産業廃棄物最終処分場
の構造等に関する基準
第5の1(3)

廃棄物対策課
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60 11管理型最終処分場

7.集水設備により集められた保有水等を処理する
ために、原則として次の要件を備えた浸出液処理
設備を設けること。
 ア　計画処理水質は、排水基準を定める総理府令
（昭和46年府令第35号）に適合し、かつ、放流先
の利水状況等の環境保全面を勘案し、設定するこ
と。
 イ　浸出液処理水量は、原則として次式を用いて
算出すること。なお、次式以外の方法で算出する
場合には、その根拠を明らかにすること。
  Ｑ＝１／1,000・Ｃ・Ｉ・Ａ
　　 Ｑ：処理水量（立方メートル／日）
　　 Ｃ：流出係数（0.5～1.0）
 　　Ｉ：年平均の日降雨量（mm／日）
 　　Ａ：埋立地の面積（平方メートル）
（注）Ｉは、過去10年間以上の最大月間降雨量の
日換算値を年毎に算出し、その平均とすること。
 ウ　浸出液の水量は、水質の変動に対処するた
め、原則として浸出液を一時貯留できる流量調整
槽を設けること。
 エ　浸出液の処理方法は、流入水量、流入水質、
放流水質、並びに処理施設の立地条件及び維持管
理条件等を勘案し、決定すること。
 オ　浸出液処理設備の流末については、河川管理
者と協議すること。

法令基準

厚生省令(昭和52年3月
14日）一般廃棄物の最
終処分場及び産業廃棄
物の最終処分場に係る
技術上の基準を定める
省令第2条第1項第4号、
静岡県産業廃棄物最終
処分場の構造等に関す
る基準第5の1(3)

廃棄物対策課

61 11管理型最終処分場

8.埋立地からの浸出液による地下水汚染を監視す
るため、次により水質観測用井戸等を設けるこ
と。
 ア　井戸の設置場所は、擁壁等の下流側で地下水
の流路と考えられる地点とすること。
 イ　井戸の深さは、原則として第一帯水層までと
し、地下水を汲み上げることができる構造とする
こと。
 ウ　水質観測用井戸として、既存の井戸を使用す
る場合は、設置場所及び深度が観測に適するもの
であること。

法令基準

厚生省令(昭和52年3月
14日)一般廃棄物の最終
処分場及び産業廃棄物
の最終処分場に係る技
術上の基準を定める省
 命令第2条第1項第4号、
静岡県産業廃棄物最終
処分場の維持管理に関
する基準第5の1(4)

廃棄物対策課

62 11管理型最終処分場

5.施行区域内の排水等（汚水、雨水又は土砂等）
は、道路管理者と事前に協議が行われたものを除
き、認定道路の施設（側溝等）に排出しないこ
と。 行政指導

 建設総務課
廃棄物対策課

建築土地対策課

63 11管理型最終処分場

消防水利の基準により消火栓、防火水槽等を設置
し、火災の予防に十分配慮すること。なお、消防
本部と協議すること。

法令基準

消防法(昭和23年法律第
186号)第20条第1項の規
定による勧告に係る基
準、都市計画法施行令
第25条第1項第8号

警防課

64 12安定型最終処分場

消防水利の基準により消火栓、防火水槽等を設置
し、火災の予防に十分配慮すること。なお、消防
本部と協議すること。

法令基準

消防法(昭和23年法律第
186号)第20条第1項の規
定による勧告に係る基
準、都市計画法施行令
第25条第1項第8号

警防課
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（改正案）
担当課

66 13中間処理施設

2.自然環境の保全のため、自然破壊の防止、植生
の回復等に関し、次に掲げる事項について配慮す
ること。
 ア  緑地帯については、敷地外周の防護壁に沿っ
て設置することとし、幅は工業専用地域にあって
は2メ－トル以上、市街化調整区域にあっては4メ
－トル以上とすること。
 イ  樹種・植栽方法等については周囲の環境に適
合したものとし、別途市と協議すること。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）、都市計画
法施行令(昭和44年政令
第158号)第28条の2

林政課
みどりの課

建築土地対策課

65 13中間処理施設

建築基準法第51条

建築土地対策課

1.立地については、次の要件に適合しているこ
と。
 ア　位置の基準
・敷地は工業専用地域内で、住宅等の敷地から20
ｍ以上離れていること。ただし、次のいずれかに
該当するものについては、この限りでない。ま
た、敷地が2以上の地域、区域にわたる場合は、建
築基準法第91条の規定によらず本基準による。
(1) 工業地域内で、敷地が次のいずれかに該当す
るもの
　(ｱ)特別業務地区内のもの
　(ｲ)敷地が住宅等の敷地から100ｍ以上離れてい
るもの
(2) 市街化調整区域（「富士・愛鷹山麓地域環境
管理計画」対象区域を除く。）内で、敷地が住宅
等の敷地から100ｍ以上離れているものであって、
次のいずれかに該当するもの
　(ｱ)公益事業で市長が認めるもの
　(ｲ)既存の工場等における｢その他の処理施設｣
で、当該工場等から排出される廃棄物の処理を主
に行うもの
・敷地が学校、図書館、児童福祉施設等、病院、
診療所の施設の敷地から100ｍ以上離れているこ
と。
・敷地が工業地域、工業専用地域以外の用途地域
及び市街化調整区域（市街化調整区域内に位置す
る場合を除く。）から、100ｍ以上離れているこ
と。ただし、周辺環境への影響が少ないと認めら
れる場合はこの限りでない。
・廃棄物処理施設（処理機械）及び建築物が災害
危険区域、土砂災害特別警戒区域及び津波災害特
別警戒区域以外であること。
 イ　道路・交通等
・搬出入口に面する道路は、幹線道路まで幅員9ｍ
以上であること。ただし、搬出入車両に関して、
経路、交通量、車両規模により周辺交通の障害に
ならないと認められる場合は、幅員６ｍ以上とす
ることができる。
・搬出入路が整備されていること。また、搬出入
車両が敷地間の公道を横断しないこと。
・周辺交通への配慮や、歩行者等の通行への安全
等の対策が十分図られていること。
・搬出入口が交通安全施設等整備事業の推進に関
する法律施行令第4条に規定する通学路に面してい
ないこと。
・処理施設の敷地内に、所要の駐車場を配置する
こと。
 ウ　周辺地域への配慮
・周辺住民、地元自治会等へ事業及び周辺影響に
関して説明し、理解が得られていること。
・騒音、振動、臭気、大気汚染、水質汚濁等の公
害防止対策が十分に図られていること。
・敷地が人口集中地区（ＤＩＤ地区）内の場合
は、周辺自治会と公害防止協定を締結すること。
ただし、工業専用地域内の場合、工業地域（特別
業務地区に限る。）内の場合、敷地から200ｍ以内
に住宅等の敷地がない場合又は周囲の状況等によ
り特に支障がないと認められる場合はこの限りで
ない。
・緑化率は15％以上とすること。ただし、工場立
地法に基づく敷地のものはこの限りでない。

法令基準
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67 13中間処理施設

3.水資源の確保を図るため、浸透施設等を設置し
地下水のかん養機能の保持に配慮すること。ま
た、事業区域内の森林が1ヘクタール 以上のを超え
る場合、残置又は造成する森林又は緑地の割合
は、25パーセント以上とすること。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第2号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）

河川課
林政課

68 13中間処理施設

2.水道施設の設置については水道事業者と協議を
し、維持管理の方法等が明確にされていること｡ 法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号 水道維持課

建築土地対策課

69 14土石の採取

1.地域の自然環境の保全のため、自然環境保全法
に基づく自然環境保全基礎調査による自然度との
整合性を図る等施行区域及びその周辺の地域にお
ける自然環境の特性に十分配慮すること。

行政指導

環境基本法(平成5年法
律第91号)第8条、自然
環境保全基本方針 (昭和
 48年総理府告示第30号)
（令和2年3月19日環境
省告示第29号）、静岡
県自然環境保全基本方
針(昭和49年静岡県告示
第9号)

環境保全課

70 14土石の採取

2.事業区域内の森林が1ヘクタール 以上のを超える
場合、原則として周辺部に幅おおむね30メートル
以上の残置森林又は造成森林を配置すること。1ヘ
クタール未満の森林の開発にあっては、保安林の
境界から原則として30メ－トル以内の区域は、採
取区域から除外すること。

法令基準

森林法第10条の2第2項
第3号、開発行為の許可
基準の運用細則につい
て（平成14年5月8日14
林整治第25号林野庁長
官通達。）

林政課

71

72
14土石の採取

7.跡地利用については、次により行うこと。
 ア　周囲の環境に適した跡地利用をはかること。
 イ　 山林としての跡地利用を図る場合の表土厚は
 1.5メートル以上とし、掘削前の表土又は良質土
 （腐植質の多い肥えた土）を使用すること。山林
としての跡地利用を図る場合は、対象地の土壌状
況と植栽等を行う樹木等の高さや特性から、客土
等の措置を講じること。
 ウ　 農地としての跡地利用を図る場合の表土厚は
 0.6メートル以上とし、耕作土に適したものとする
 こと。工法、仕上がりの詳細については農業委員
 会と協議すること。富士・愛鷹山麓地域内におい
て、重度開発を行う場合は、富士市富士・愛鷹山
麓地域の森林機能の保全に関する条例に基づく手
続きを行うこと。また、事業終了後は、跡地を富
士市森林喪失影響評価技術指針に基づき、森林に
復元すること。
 エ　その他の跡地利用を図る場合の表土厚につい
ては、別途協議すること。
  オ　山林を伐開して事業を行う場合であって、事
 業区域が富士・愛鷹山麓地域環境管理計画区域内
 である場合は、跡地を必ず山林に復元すること。

行政指導

 富士・愛鷹山麓地域環
 境管理計画、 富士市農
 地改良等の取扱に関す
 る要領富士市富士・愛
鷹山麓地域の森林機能
の保全に関する条例

 農業委員会事務局

林政課
環境総務課

建築土地対策課

73 14土石の採取

12.富士市環境基本計画の取り組みに配慮するこ
と。

行政指導

 第二次第三次富士市環
境基本計画

環境総務課

74 14土石の採取

13.静岡県環境影響評価条例に該当する事業を行う
場合は、環境アセスメントの手続きを行うこと。

法令基準

静岡県環境影響評価条
例 第2条第1～4項、静
岡県環境影響評価条例
施行規則 第2～4条

環境総務課
環境保全課

75 14土石の採取

13.静岡県環境影響評価条例に該当する事業を行う
場合は、環境アセスメントの手続きを行うこと。

法令基準

静岡県環境影響評価条
例 第2条第1～4項、静
岡県環境影響評価条例
施行規則 第2～4条

環境総務課
 環境保全課

76 14土石の採取

2.施行区域内への車両の出入りにあたり、河川を
横断する場合は、原則として橋梁を設置するこ
と。 法令基準

河川法第20条、第24
条、第26条、富士市普
通河川条例第4条

建設総務課
河川課
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77 14土石の採取

5.搬出路、搬入路に使用する道路及びその他の施
設を破損したり、汚損した場合は、速やかに 復
旧、清掃等必要な措置を講ずること。なお、交通
の状況によっては、交通整理人の配置を考慮する
こと。

法令基準

土の採取等に関する技
術基準2の(3)のイ、道
路法第43条 建設総務課

道路維持課
建築土地対策課

78 14土石の採取

7.認定道路を使用するに当たり、既存認定道路が
未整備の場合は道路管理者と協議し、必要に応じ
て拡幅等の整備を行うこと。 行政指導

建設総務課
道路維持課

建築土地対策課

79 14土石の採取

2.地下水を使用する場合については、県及び市と
事前に協議すること。

法令基準

静岡県地下水の採取に
関する条例第６条第１
項及び７条第１項、富
士市地下水の採取に関
する条例第３条第１項

 産業政策課
環境保全課

80 14土石の採取

3.用水計画には、次に掲げる書類を添付するこ
と。
 ア  地下水については、地下水等の利用計画書及
び水利用フロ－シ－ト又はこれに準ずるもの。
 イ　その他の用水については、供給者の承諾書又
はこれに準ずるもの。

法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号

 産業政策課
環境保全課
水道維持課

建築土地対策課

81 14土石の採取

3.用水計画には、次に掲げる書類を添付するこ
と。
 ア  地下水については、地下水等の利用計画書及
び水利用フロ－シ－ト又はこれに準ずるもの。
 イ　その他の用水については、供給者の承諾書又
はこれに準ずるもの。

法令基準

都市計画法第33条第1項
第4号

 産業政策課
環境保全課

上下水道営業課
建築土地対策課

82 14土石の採取

事業計画にあたり、盛土または切土の造成計画が
ある場合は、規模に関わらず「静岡県盛土等の規
制に関する条例」及び「静岡県土採取等規制条
例」の適用あるいは適用除外について静岡県に確
認を行い、適用される場合は遵守すること。

行政指導

静岡県盛土等の規制に
関する条例、静岡県土
採取等規制条例

建築土地対策課


